





















批判されている（Arnold and Artz, 2015; Kelly et al., 2015; Ioannou et al., 2016）。例えば、
ビジネスユニットで設定される目標の困難度と企業業績の関係を分析した Arnold and Artz

































　まず初めに、目標の困難度と業績の関係を分析した研究として Arnold and Artz（2015）、
Kelly et al.（2015）、Ioannou et al.（2016）で取り上げられていた文献の確認を行った。
Arnold and Artz（2015）では、正の関係が見られた研究として Hofstede（1968）、Simons
（1988）、Webb et al.（2010）、統計的に有意な関係が見られなかった研究として Hansen and 
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Van der Stede（2004）、Hirst and Lowy（1990）、負の影響（negative impact）が見られた
研究として Kenis（1979）、Webb et al.（2013）の研究が取り上げられ（p. 62）、Ioannou et 
al.（2016）でも同様の研究が取り上げられている（p. 1470）。一方、Kelly et al.（2015）で
は、正の関係が見られた研究として Simons（1988）、Presslee et al.（2013）、統計的に有
意な関係が見られなかった研究として Hirst and Lowy（1990）、Hansen and Van der Stede,






　続いて、文献の網羅性を高めるために、Web of Science の被引用文献検索機能を利用し、
これら 8 本の文献を引用した上で、フィールドにおける目標の困難度と業績の関係について
分析を行っている会計学研究の探索を行った。その結果、Shields et al.（2000）、Bento and 
White（2006）、Chong and Johnson（2007）の 3 つの研究を抽出することができた。最後に、
これらの方法では抽出されなかった会計学研究を探すため、Web of Science のトピック検
索機能を利用し、目標の困難度を意味する“goal difficulty”、“goal level”、“goal tight-
ness”、“standard tightness”、“target difficulty”、“target level”というキーワードを入れ、
分野を“business finance”にすることで絞込検索を行った。その結果、Cheng et al.（2007）
が抽出された。
　以上のプロセスで抽出された文献は全て英語文献であったため、日本語文献を抽出するた














































Bento and White（2006）も Shields et al.（2000）と同様の問題意識を持ち、目標の困難度
と個人業績の直接的な関係と間接的な関係の両方について分析を行った研究である。Bento 








































































い研究は 4 本（神戸大学管理会計研究会, 1993；吉田, 2001; Hansen and Van der Stede, 





（1988）、Shields et al.（2000）、Bento and White（2006）、吉田・妹尾（2009）、Webb et 
al.（2010）、Presslee et al.（2013）、Arnold and Artz（2015）、Ioannou et al.（2016）がある。
　Simons（1988）は、先行研究において、厳格な予算と人々の業績の間には正の関係が成
り立っていたことから、この関係は組織レベルでも成り立つと予想し、予算目標の厳格度と
企業業績の間には正の関係があるという仮説を提示している（p. 269）。Webb et al.（2010）
は、目標設定研究におけるもっとも頑健な発見の 1 つは目標の困難度と業績の間に正の関係


















































は弱かったと述べられている（Arnold and Artz, 2015, p. 73）。
（7） Kenis の研究では goal difficulty と定義されている。












　Arnold and Artz（2015）、Kelly et al.（2015）、Ioaanou et al.（2016）では、統計的に有
意な結果が得られなかった研究の存在が指摘されていたが、仮説の段階から目標の困難度の




























　客観的な目標の困難度を測定した研究には、Webb et al.（2010）、Presslee et al.（2013）、
Ioannou et al.（2016）がある。Webb et al.（2010）は、従業員の選択できる 3 つの困難度
の目標（ユニット目標の 105％、110％、125％）を目標の困難度として測定し（p. 218）、








Shields et al.（2000）、吉田（2001）、Hansen and Van der Stede（2004）、Bento and White
（2006）、Cheng et al.（2007）、Chong and Johnson（2007）、吉田・妹尾（2009）、Arnold 
and Artz（2015）がある。
　最も単純な目標の困難度の測定方法は、目標の困難度の高さについて単一の質問で測定す






想転換が必要な水準（5））で測定している（11）。Hansen and Van der Stede（2004）は、「ユニッ
トの今期の予算目標の達成がどの程度難しいか」について 5 点リッカート（とても簡単（1）
─達成するのはとても難しい（5））で測定している（p. 424）。Cheng et al.（2007）は、従

















い、5 点リッカートで測定している（pp. 719-720）。そして、この尺度は Hirst and Lowy
（1990）（ただし、⑷を除いた 4 つの質問項目で 7 点リッカートに変更）、Chong and John-
son（2007）などで利用され、そのほかの研究でも質問項目作成時に参照されている影響力
のあるものとなっている。例えば、Arnold and Artz（2015）は、 Kenis（1979）、Hirst and 








効率を達成することの重要性」を行い、7 点リッカートで測定していたり（p. 272）、Bento 
and White（2006）は、Chow et al.（1999）が Kenis（1979）、Simons（1988）、Merchant 























（p. 273）、吉田・妹尾（2009）は、ROA、ROS、売上高成長率（p. 42）、Arnold and Artz（2015）
は、ROA で測定している（p. 67）。Ioannou et al.（2016）は、企業の設定した環境業績に
関する目標が目標設定期間の終了時点に達成されている割合で組織業績を測定している
（p. 1475）。
　一方、目標の困難度と個人業績の関係を分析した Cheng et al.（2007）、Webb et al.
（2010）、Presslee et al.（2013）は、実際の企業から提供される内部データを利用することで、
実際の業績を測定している。Webb et al.（2010）は、実績値を目標値で割った数字を職務
業績として測定し（p. 218）、Presslee et al.（2013）も同様の方法を取っている（p. 1815）。





管理会計研究会（1993）、Shields et al.（2000）、Hansen and Van der Stede（2004）、Bento 










Chong and Johnson（2007）は、Mahoney et al.（1963; 1965）によって作成された 9 つの質
問のうちの 1 つ（職務全体の業績について）を取り出し、7 点リッカートで測定している






　組織業績を自己評価により測定した Kenis（1979）は部門のコスト効率を 5 点リッカート
（とても悪い（1）─とても良い（5））で測定しているが（p. 713）、神戸大学管理会計研究
会（1993）は、企業における目標原価の達成度を（～％達成）（15）と質問することによって、












機能性」、⑶「開発リードタイム」、⑷「製品コスト」の 4 つについて、5 点リッカート（か
なり不満である（1）─どちらともいえない（3）─非常に満足している（5））で測定し（16）、




（14） Chong and Johnson（2007）では、回答項目は明示されていない。
（15） 質問票調査では、70％位達成する企業が 12.1％、80％位達成する企業が 26.2％、90％位達成する企業
が 50.5％、ほぼ 100％が 11.2％であり、70％位達成（1）─ 80％位達成（2）─ 90％位達成（3）─ほ
ぼ 100％達成（4）に変換した上で分析を行っている（神戸大学管理会計研究会, 1993, p. 84）。






について、3 節 1 項から 3 項までに整理してきた内容を踏まえ、再検討を行う。
目標の困難度と個人業績の関係に関心を持つ研究










　また、表 1 には詳細を示していないが、目標の困難度と業績の間接的な関係に着目した 4










































著者（出版年） 目標の困難度 測定方法 業績 測定方法 仮説 結果
Kenis（1979） 予算目標の困難度 主観的
予算業績 自己評価 － －
職務業績 自己評価 － n.s.（18）









Shields et al.（2000） 標準の厳格度 主観的 職務業績 自己評価 ＋ n.s.
Bento and White（2006） 予算の厳格度 主観的 職務業績 自己評価 ＋ n.s.
Cheng et al.（2007） 全体的な目標の困難度 主観的 職務業績 実際の業績 ＋ or － n.s.
Chong and Johnson（2007） 予算目標の水準 主観的 職務業績 自己評価 なし （＋）（19）
Webb et al.（2010） 目標の困難度 客観的 職務業績 実際の業績 ＋ ＋






















製品コンセプトの実現 自己評価 なし （－）
品質・機能性 自己評価 なし （－）
開発リードタイム 自己評価 なし （－）





業務計画の業績 自己評価 なし n.s.
業績評価の業績 自己評価 なし n.s.
目標のコミュニケーションの業績 自己評価 なし －
戦略策定の業績 自己評価 なし －
筆者作成
表 2　目標の困難度と組織業績の関係に関心を持つ研究
著者（出版年） 目標の困難度 測定方法 業績 測定方法 仮説 結果
Kenis（1979） 予算目標の困難度 主観的 コスト効率 自己評価 － n.s.
Simons（1988） 予算目標の厳格度 主観的 ROI 実際の業績 （＋）（＋）
神戸大学管理会計研究会
（1993）
目標原価の厳格度 主観的 目標原価の達成度 自己評価 なし （＋）
吉田・妹尾（2009） 挑戦的業績目標 主観的
ROA 実際の業績 ＋ n.s.
ROS 実際の業績 ＋ n.s.
売上高成長率 実際の業績 ＋ n.s.
Arnold and Artz（2015） 目標の困難度 主観的 ROA 実際の業績 ＋ ＋
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